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（各種健康診断、予防接種、
ごみ収集、資源の循環などに）

衛生費（8.4％）
55億8,255万2千円

（火災や台風などの災害対応に）

消防費（3.1％）
20億5,553万6千円

その他（1.5％）
9億9,355万円2千円

（市庁舎の管理、文化振興、協働・地域自治、防災体制の強化などに）
総務費（13.3％）88億1,008万2千円

（学校教育、図書館、公民館、
体育施設の整備や教育振興に）

教育費（9.6％）
63億6,670万3千円

（市の借入金の返済に）

公債費（5.3％）
35億209万3千円

（道路・公園の整備など
住みよいまちづくりに）

土木費（6.3％）
41億9,481万6千円

民生費（52.5％）
348億

4,066万6千円

扶助費
（34.6％）
229億

3,877万8千円

（子どもや高齢者、身体の
不自由な方などの福祉、
生活保護などに）

各種譲与税・交付金
（7.9％）

52億2,878万2千円

繰越金（1.5％）10億円
その他（3.9％）

25億9,358万1千円

国庫支出金（17.9％）
118億6,644万円

都支出金（13.9％）
92億1,506万9千円

物件費（17.1％）
113億1,799万2千円

人件費（14.4％）
95億7,576万円

補助費等（11.6％）
76億7,462万6千円

繰出金（9.7％）
64億6,300万円

公債費（5.3％）
35億209万3千円

投資的経費（4.6％）
30億5,041万5千円

その他（2.7％）
18億2,333万6千円

繰入金（3.0％）
20億1,042万8千円

市債（4.2％）
28億170万円

市税（47.7％）
316億
3,000万円

一
般
会
計
は 

過
去
最
大
規
模

　
一
般
会
計
の
予
算
規
模
は
、
６
百
６３
億

４
千
６
百
万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て

２
・
２
％
増
え
る
過
去
最
大
規
模
で
編
成

し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
一
般
会
計
に
３
つ
の
特
別
会
計

を
合
わ
せ
た
予
算
額
は
、
１
千
１１
億
６
百

万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
、
１
・
９

　
私
の
４
期
目
の
任
期
も
、
２
年
の
折

り
返
し
点
を
迎
え
ま
し
た
。
就
任
以

来
、
私
は
一
貫
し
て
「
参
加
」
と
「
協

働
」、
そ
し
て
「
市
民
自
治
」
を
市
政

の
根
幹
に
据
え
、
市
民
の
皆
さ
ま
み
ず

か
ら
が
担
い
手
に
な
り
、
ま
た
地
域
の

多
様
な
団
体
な
ど
が
相
互
に
連
携
・
協

力
を
し
な
が
ら
、
地
域
が
主
体
と
な
っ

て
、
お
互
い
に
支
え
合
い
、
地
域
の
課

題
解
決
を
図
る
ま
ち
の
実
現
を
目
指
し

て
、
市
政
運
営
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り

ま
し
た
。

　
さ
て
、
近
年
、
小
平
市
の
人
口
は
引

き
続
き
増
加
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
近

い
将
来
、
減
少
に
転
じ
る
推
計
で
す
。

市
制
施
行
以
来
、
お
お
む
ね
一
貫
し
て

人
口
増
加
を
続
け
て
き
た
小
平
市
に
と

っ
て
、
平
成
の
次
の
新
し
い
時
代
で

は
、
こ
れ
ま
で
に
な
い
、
人
口
減
少
や

高
齢
化
な
ど
の
変
化
を
経
験
し
て
い
く

こ
と
と
な
り
ま
す
。

　
し
か
し
、
こ
れ
ら
の
変
化
を
負
の
印

象
の
よ
う
に
捉
え
る
の
で
は
な
く
、
む

し
ろ
、「
参
加
」
と
「
協
働
」、
そ
し
て

「
市
民
自
治
」
を
推
進
し
、
誰
も
が
地

域
の
中
で
役
割
や
生
き
が
い
を
も
ち
、

担
い
手
や
支
え
手
と
な
っ
て
、
地
域
の

課
題
解
決
に
取
り
組
む
ま
ち
づ
く
り
に

つ
な
げ
て
い
く
た
め
の
好
機
と
捉
え
、

将
来
的
な
人
口
減
少
も
見
据
え
、
ま
ち

の
魅
力
の
向
上
と
い
う
視
点
に
重
点
を

お
い
た
施
策
を
展
開
す
る
こ
と
が
必
要

で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

　
平
成
３１
年
度
は
、「
平
成
」
最
後
の

年
度
で
あ
る
と
と
も
に
、
新
し
い
時
代

が
始
ま
る
節
目
の
年
度
と
な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
中
、
平
成
３１
年
度
予
算

は
、
厳
し
い
財
政
状
況
で
は
あ
り
ま
す

が
、
小
平
市
が
魅
力
あ
る
ま
ち
と
し

て
、
持
続
的
に
発
展
し
て
い
く
た
め
の

事
業
に
積
極
的
に
取
り
組
む
予
算
と
し

て
い
ま
す
。

　
平
成
３１
年
度
の
当
初
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た
。

　
平
成
３１
年
度
予
算
は
、
新
た
な
行
政
需
要
に
充
て
る
財
源
が
限
ら
れ
る
厳
し
い

状
況
の
中
で
も
、
小
平
市
が
魅
力
あ
る
ま
ち
と
し
て
、
持
続
的
に
発
展
し
て
い
く

た
め
に
必
要
な
事
業
に
予
算
を
集
中
さ
せ
る
こ
と
で
、
小
平
市
第
三
次
長
期
総
合

計
画
基
本
構
想
に
基
づ
く
ま
ち
づ
く
り
の
実
現
に
向
け
た
編
成
に
し
ま
し
た
。

問
合
せ　
財
政
課　
☎
０４２
（
３
４
６
）
９
５
０
４

％
増
え
る
予
算
を
編
成
し
ま
し
た
。

　
な
お
、
下
水
道
事
業
特
別
会
計
は
、
平

成
３１
年
度
か
ら
、
地
方
公
営
企
業
法
を
適

用
し
て
、
官
庁
会
計
か
ら
公
営
企
業
会
計

に
変
わ
り
、
名
称
も
下
水
道
事
業
会
計
に

変
わ
り
ま
し
た
。

歳
入
で
は 

市
税
収
入
が
前
年
度
と 

比
べ
２
・
９
％
増

　
歳
入
（
収
入
）
の
根
幹
と
な
る
市
税
収

入
は
、
市
た
ば
こ
税
が
減
り
ま
す
が
、
個

人
市
民
税
や
法
人
市
民
税
、
固
定
資
産
税

が
増
え
、
前
年
度
と
比
較
し
て
、
８
億
８

千
９
百
万
円
、
２
・
９
％
増
え
ま
す
。

　
国
庫
支
出
金
、
都
支
出
金
は
、
プ
レ
ミ

ア
ム
付
商
品
券
事
業
の
実
施
、
参
議
院
議

員
選
挙
の
執
行
な
ど
で
、
そ
れ
ぞ
れ
前
年

度
と
比
較
し
て
、
２
億
５
千
百
１３
万
５
千

円
、
２
・
２
％
、
５
億
２
千
８
百
３４
万
５

千
円
、
６
・
１
％
増
え
ま
す
。

　
各
種
譲
与
税
・
交
付
金
は
、
自
動
車
取

得
税
交
付
金
や
地
方
交
付
税
な
ど
が
減
り

ま
す
が
、
平
成
３１
年
度
か
ら
新
し
く
創
設

さ
れ
る
森
林
環
境
譲
与
税
と
環
境
性
能
割

交
付
金
が
増
え
、
前
年
度
と
比
較
し
て
、

３
千
６
百
９１
万
円
、０・７
％
増
え
ま
す
。

　
市
債
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
、
４
億

３
千
５
百
９０
万
円
、１３・５
％
減
り
ま
す
。

財
源
不
足
を
補
う
た
め 

基
金
を
繰
り
入
れ 

市
債
を
発
行

　
基
金
は
家
計
に
例
え
る
と
預
貯
金
に
あ

た
る
も
の
で
す
。
歳
入
が
足
り
な
い
時
に

取
り
崩
し
、
年
度
間
の
財
源
を
調
整
し
て

い
る
財
政
調
整
基
金
の
残
高
は
、
平
成
３０

年
度
末
残
高
見
込
額
か
ら
７
億
９
千
９
百

９６
万
８
千
円
減
り
、
２２
億
１
千
７
百
３９
万

４
千
円
と
な
り
ま
す
。

　
市
債
は
、
多
額
の
資
金
を
必
要
と
す
る

事
業
を
行
う
た
め
に
、
国
や
金
融
機
関
な

ど
か
ら
借
り
入
れ
る
お
金
の
こ
と
で
、
家

計
に
例
え
る
と
住
宅
ロ
ー
ン
や
自
動
車
ロ

ー
ン
な
ど
に
あ
た
る
も
の
で
す
。
公
共
施

設
な
ど
を
つ
く
る
た
め
に
必
要
と
な
る
多

額
の
資
金
を
借
り
て
、
長
期
に
わ
た
っ
て

分
割
し
て
返
済
す
る
こ
と
で
、
将
来
利
用

す
る
市
民
に
も
費
用
を
負
担
し
て
い
た
だ

い
て
い
ま
す
。
一
般
会
計
の
市
債
現
在
高

は
、
平
成
３０
年
度
末
市
債
現
在
高
見
込
額

よ
り
も
５
億
６
千
２
百
８８
万
円
減
り
、
２

百
６０
億
１
千
８
百
７
万
９
千
円
と
な
り
ま

す
。歳

出
で
は 

民
生
費
が
１８
年
連
続
増

　
歳
出
（
支
出
）
で
は
、
民
生
費
が
、
民

間
保
育
園
運
営
費
や
障
害
者
自
立
支
援
給

付
費
な
ど
が
増
え
て
、
前
年
度
と
比
較
し

て
、
９
億
５
千
４４
万
３
千
円
、
２
・
８
％

増
え
ま
す
。
民
生
費
は
１８
年
連
続
し
て
増

加
し
、
歳
出
全
体
に
占
め
る
割
合
は
５２
・

５
％
に
な
り
ま
す
。

　
総
務
費
は
、
防
災
行
政
無
線
設
備
工
事

や
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
事
業
、
市
民
窓

口
業
務
の
改
善
事
業
な
ど
が
増
え
、
前
年

度
と
比
較
し
て
、
９
億
５
千
３１
万
４
千

円
、
１２
・
１
％
増
え
ま
す
。

　
教
育
費
は
、
花
小
金
井
南
中
学
校
地
域

開
放
型
体
育
館
新
築
工
事
費
な
ど
が
増
え

ま
す
が
、
花
小
金
井
小
学
校
増
築
工
事
の

終
了
な
ど
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
、
１

億
３
千
８４
万
２
千
円
、
２
・
０
％
減
り
ま

す
。

　
衛
生
費
は
、
家
庭
ご
み
有
料
化
・
戸
別

収
集
な
ど
が
増
え
ま
す
が
、
リ
サ
イ
ク
ル

セ
ン
タ
ー
更
新
事
業
な
ど
が
減
り
、
前
年

度
と
比
較
し
て
、
８
億
３
千
４
百
１６
万
８

千
円
、
１３
・
０
％
減
り
ま
す
。

物
件
費
は
前
年
度
と 

比
べ
１２
・
０
％
増

　
扶
助
費
は
、
社
会
保
障
と
し
て
児
童
、

高
齢
者
、
障
が
い
者
、
生
活
困
窮
者
な
ど

を
支
援
す
る
経
費
で
、
前
年
度
と
比
較
し

て
、
５
億
７
千
６
百
３２
万
２
千
円
、
２
・

６
％
増
え
ま
す
。

　
物
件
費
は
、
施
設
の
光
熱
水
費
や
物
品

の
購
入
、
事
業
の
委
託
な
ど
の
経
費
で
、

前
年
度
と
比
較
し
て
、
１２
億
１
千
６
百
１０

万
８
千
円
、
１２
・
０
％
増
え
ま
す
。

　
人
件
費
は
、
職
員
給
与
や
市
長
、
市
議

会
議
員
の
報
酬
な
ど
の
経
費
で
、
前
年
度

と
比
較
し
て
、
１
億
２
千
６
百
８４
万
２
千

円
、
１
・
３
％
増
え
ま
す
。

平
成
３１
年
度

小
平
市
の

予
算

躍
動
を
か
た
ち
に

進
化
す
る
ま
ち
の
実
現
を

目
指
し
ま
す

小
平
市
長
　
小
林
正
則

歳出を経済的性質によって分類することで、
市の財政状況を知ることができます。　　　

一般会計 歳出 （性質別内訳） 一般会計 歳出 （目的別内訳）
663億4,600万円 663億4,600万円

一般会計 歳入

当初予算額 前年度比
一般会計 663億4,600万円 14億100万円　（2.2％）

国民健康保険事業特別会計 168億6,600万円 △1億9,500万円（△1.1％）
後期高齢者医療特別会計 43億4,900万円 1億4,700万円　（3.5％）
介護保険事業特別会計 135億4,500万円 4億9,700万円　（3.8％）

合計 1,011億600万円 18億5,000万円　（1.9％）

下水道事業会計 収益的収入 収益的支出 資本的収入 資本的支出
平成31年度 43億4,950万9千円 39億7,411万2千円 11億9,969万2千円 21億1,684万7千円
平成30年度 38億6,600万円（参考　官庁会計予算）


